
 

 

 

 

 

建設業許可申請の手引き 
－令和４年度版－ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和４年６月 

神 奈 川 県 
  



「建設業許可申請の手引き」のご利用に当たって 

 

この手引きは、建設業許可を受けて、建設業を営もうとする方に、建設業の許可要件などをお知

らせするとともに、申請、届出書類の書き方などをお知らせすることを目的に作成しました。手引

きでは、書類ごとに記載例などを載せましたので、申請、届出書類を作成する際には、よくお読み

ください。 

現在、新型コロナウイルス感染症対策のため、申請、届出の方法、受付時間等につきまして、状

況に応じて見直す対応を行っております。書類の作成、申請・届出に当たりましては、この手引き

のほか、神奈川県建設業課のホームページ等で適宜、情報をご確認いただくか、下記までお問合せ

くださいますようお願いいたします。 

 

 

神奈川県 県土整備局 事業管理部 建設業課 横浜駐在事務所 建設業審査担当 

住 所：〒221-0835 横浜市神奈川区鶴屋町 2-24-2 かながわ県民センター４階 

電 話：０４５-３１３-０７２２ 

ＵＲＬ(手引きダウンロード)：https://www.pref.kanagawa.jp/docs/u2h/cnt/f531856/p18113.html 

 

 

 建設業許可相談コーナーのご案内  

● 神奈川県行政書士会の行政書士による対面での相談 

申請書類記載方法等について、神奈川県行政書士会による無料相談コーナーを建設業課横

浜駐在事務所内に設置しております。 

【開設時間】 月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く）午後０時 30 分～午後３時 

【相談時間】 １回 30 分以内 ※予約不要・無料です。 

【内  容】 申請書類記載方法等 ※この手引きに記載されている範囲に限ります。 

※スムーズな相談のため、「事前お伺い」シートにご記入いただきお持ちくださいますよ

うご協力をお願いします。 

■「事前お伺い」シートダウンロード先

http://www.pref.kanagawa.jp/docs/u2h/cnt/f531856/p18112.html 

※ 上記の対面での相談は、新型コロナウイルス感染症対策のため、午後のみに時間を

限らせていただいています。午前中は電話での相談も行っています。 

    ● 神奈川県行政書士会の行政書士による電話相談  

【電  話】０４５－２２５－８５６３ 

【受付時間】午前９：30～午後０：30 

【相談時間】１回 30 分以内 ※無料です。 

 
 

 建設業許可、申請書等作成等に係る質問・お問合せ等全般についての連絡先  

「建設業許可申請の手引き－令和４年版－」は、 

神奈川県行政書士会のご協力により作成しています。 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/u2h/cnt/f531856/p18113.html
http://www.pref.kanagawa.jp/docs/u2h/cnt/f531856/p18112.html
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  ６ 許可の有効期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 

第２節 建設業許可の基準（許可要件） 

１ 許可の基準(許可要件)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

２ 許可要件１-1 適正な経営体制について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

(1) 適正な経営体制の条件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

(2) 各規則区分の要件について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

   ア 「常勤役員等」とは・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

   イ 「経営業務の管理責任者としての経験を有する者」とは・・・・・・・・・・・８ 

   ウ 「経営業務の管理責任者に準ずる地位」について・・・・・・・・・・・・・・８ 

   エ 「規則ロ(1)、(2)」の「常勤役員等」について・・・・・・・・・・・・・・・９ 

   オ 「規則ロ(1)、(2)」の「常勤役員等を直接に補佐する者」について・・・・・・９ 

３ 許可要件１-2 適切な社会保険加入について・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

４ 許可要件２ 専任技術者について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

ア 「専任」の者とは・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

イ 「実務の経験」とは・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

ウ 特定建設業の専任技術者要件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

５ 許可要件３ 誠実性について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

６ 許可要件４ 財産的基礎等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

ア 一般建設業の財産的基礎・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

イ 特定建設業の財産的基礎・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

７ 許可要件５ 欠格要件等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

 

第２章 建設業許可の申請について 

第１節 許可の申請手続きの流れ 

  １ 申請書等作成・申請に当たっての注意点・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

(1) 申請書の作成・申請について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

(2) 他の建設業許可業者との許可要件の重複について・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

(3) 申請事項に関わる変更について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 
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(4) 受付後について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

(5) 個人番号（マイナンバー）、健康保険の保険者番号及び被保険者記号・番号が記載 

された書類について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

(6) 事前相談について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

(7) 質問・お問合せ・その他ご相談について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

ア 建設業課(建設業審査担当)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

イ 建設業許可相談コーナー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

２ 申請書類等の提出・受付方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

(1) 窓口での対面受付について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

ア 場所・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

イ 受付時間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

ウ 窓口での対面受付の際に提示が必要な書類・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

(2) 郵送による受付について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

ア 郵送先・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

イ 郵送申請等の方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

ウ 郵送による提出に当たっての注意事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

エ 郵送受付後の副本の返送について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

(3) 窓口での申請書類等預かりによる受付について・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

３ 許可申請の区分・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

(1) 組織変更等があった場合の申請区分について・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

(2) 特定建設業の専任技術者が不在となり、一般建設業の専任技術者に交替する場合 

の手続き・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

４ 許可申請手数料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

５ 更新申請の受付期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

６ 許可の有効期間の調整（一本化）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

(1) 許可の更新時における有効期間の調整・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

(2) 業種追加、般・特新規の申請時における有効期間の調整・・・・・・・・・・・・・２６ 

７ 審査と許可～標準的な処理期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

８ 許可通知書等の送付・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

９ 許可申請の取下げ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

 

第２節 申請書の作成及び必要添付書類 

１ 申請書様式の入手・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

２ 申請書の作成手順と提出部数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

３ 申請手続きの代理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９ 

(1) 行政書士の方が代理人として記名できる書類・・・・・・・・・・・・・・・２９ 

(2) 代理申請の場合の必要書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９ 

４ 建設業許可申請書・添付書類・確認資料一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・３０ 

    ア 申請書類等(閲覧書類)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０ 

    イ 閲覧対象外法定書類(別綴じ)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１ 

    ウ 確認資料(別綴じ)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２ 

    エ その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３３ 

(1) 新規許可申請の場合の書類の綴り方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３４ 

(2) 更新許可申請の場合の書類の綴り方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５ 
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第３節 許可申請書類の記載例 

１ 建設業許可申請書（様式第一号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３６  

別紙一 役員等の一覧表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３７ 

別紙二 （１）営業所一覧表（新規許可等）・・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 

別紙二 （２）営業所一覧表（更新）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３９ 

別紙三  収入証紙等はり付け欄・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０ 

別紙四 専任技術者一覧表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４１ 

２ 工事経歴書（様式第二号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４２ 

３ 直前３年の各事業年度における工事施工金額（様式第三号）・・・・・・・・・・４５ 

４ 使用人数（様式第四号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４６ 

５ 誓約書（様式第六号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７ 

６ 常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書（様式第七号）・・・・・・・・・・４８ 

７ 常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書（様式第七号の二（第 

一面）～(第四面)）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０ 

８ 常勤役員等（経営業務の管理責任者等）の略歴書(様式第七号別紙)又は、常勤役員等 

及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書(様式第七号の二別紙一、二)・・・５４ 

    別紙一 常勤役員等の略歴書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５４ 

    別紙二 常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書・・・・・・・・・・・・・・・５５ 

９ 専任技術者証明書（新規・変更）（様式第八号）・・・・・・・・・・・・・・・・５６ 

10 実務経験証明書（様式第九号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５８ 

11 指導監督的実務経験証明書（様式第十号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・５９ 

12 建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表（様式第十一号）・ ・・・・・・６０ 

13 許可申請者の住所、生年月日等に関する調書（様式第十二号）・・・・・・・・・・６１ 

14 建設業法施行令第３条に規定する使用人の調書（様式第十三号）・・・・・・・・６２ 

15 株主（出資者）調書（様式第十四号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６３ 

16 財務諸表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６４ 

◆開始貸借対照表の例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６４ 

◆財務諸表表紙・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６５ 

(1) 法人：株式会社の記載例 

・貸借対照表（様式第十五号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６６ 

・損益計算書（様式第十六号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６９ 

・完成工事原価報告書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７０ 

・株主資本等変動計算書（様式第十七号）・・・・・・・・・・・・・・・・・７１ 

・注記表（様式第十七号の二）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７２ 

・附属明細表（様式第十七号の三）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７５ 

(2) 個人の記載例 

・貸借対照表（様式第十八号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７８ 

・損益計算書（様式第十九号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８０ 

17 営業の沿革（様式第二十号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８１ 

18 所属建設業者団体（様式第二十号の二）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８２ 

19 健康保険等の加入状況（様式第七号の三）・・・・・・・・・・・・・・・・・・８３ 

20 主要取引金融機関名（様式第二十号の三）・・・・・・・・・・・・・・・・・・８４ 

21 役員等の氏名記入用紙・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８５ 

別綴じ表紙 

・閲覧対象外法定書類（表紙）（申請用）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８６ 

・閲覧対象外法定書類（表紙）（変更届用）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８７ 
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・確認資料（表紙）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８８ 

 

第４節 許可要件等の確認資料 

１ 常勤役員等(経営業務の管理責任者等)又は常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に 

補佐する者の確認資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８９ 

    ◆適正な経営体制の要件及び確認事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８９ 

(1) 現在常勤であること及び現在の地位の確認資料・・・・・・・・・・・・・・９０ 

ア 現在の常勤性の確認資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９０ 

イ 現在の地位の確認資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９１ 

(2) 過去の経営経験等を裏付ける確認資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９１ 

ア 【イ(1)】経営業務の管理責任者としての経験の確認資料・・・・・・・・・９１ 

イ 【イ(2)】準ずる地位にある者：執行役員としての経験の確認資料・・・・・９２ 

ウ 【イ(3)】準ずる地位にある者：経営業務管理責任者の補佐経験の確認資料・９３ 

エ 【ロ(1)】建設業に関する役員等＋直接に補佐する者の経験の確認資料・・・９４ 

オ 【ロ(2)】役員等(建設業に限らない)＋直接に補佐する者の経験の確認資料・９６ 

カ 建設業に係る経営業務等を行っていたことの確認資料 

＜【イ(1)】～【ロ(2)】共通＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９６ 

(ｱ) 建設業に係る経営業務等を行っていたことの確認資料・・・・・・・・・９６ 

(ｲ) 確認資料についての注意事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９６ 

      ａ 裏付資料について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９６ 

      ｂ 必要年数の考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９７ 

      ｃ 業種追加、般・特新規申請における経験期間の証明について・・・・・・・・・９７ 

      ｄ 過去に神奈川県知事許可業者の常勤役員等、常勤役員等を直接に補佐する 

者として証明された者を再度証明する場合・・・・・・・・・・・・・・・・・９７ 

      ｅ 過去に許可業者の令第３条に規定する使用人として届け出ていた者を証明 

する場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９７ 

２ 専任技術者の確認資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９８ 

(1) 現在の常勤性の確認資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９８ 

(2) 専任技術者の要件と必要添付書類及び確認資料・・・・・・・・・・・・・・・９９ 

 ◆「監理技術者資格者証」について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１００    

 ◆「登録基幹技能者修了証」について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１００ 

(3) 指定学科卒業後の実務経験により申請する場合～指定学科及び必要年数～・１００ 

    ア 対象となる学校の種別と卒業後の実務経験の必要年数・・・・・・・・・・１００ 

    イ 指定学科・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１００ 

(4) 複数業種の実務経験による専任技術者の実務経験要件の緩和・・・・・・・・１０１ 

  ◆実務経験要件の緩和を認める複数業種・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０１ 

ア 一式工事から専門工事への実務経験の振替えを認める場合・・・・・・・・１０１ 

イ 専門工事間で実務経験の振替えを認める場合・・・・・・・・・・・・・・１０１ 

(5) 専任技術者の実務経験の確認資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０２ 

ア 申請する建設業種の実務に従事していたことの裏付資料・・・・・・・・・１０２ 

イ 実務経験の確認資料についての注意事項・・・・・・・・・・・・・・・・１０３ 

(ｱ) 申請する建設業種の実務に従事していたことの裏付資料について・・・１０３ 

(ｲ) 必要年数の考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０３ 

(ｳ) 解体工事の実務経験について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０４ 

(ｴ) 過去に神奈川県知事許可業者の専任技術者として証明された者を再度証明 

する場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０４ 
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ウ 指導監督的実務経験の確認資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０４ 

(ｱ) 指導監督的実務経験の確認資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０４ 

(ｲ) 実務経験を証明する業者に在籍していた期間の確認資料・・・・・・・・１０４ 

(6) 資格者証の例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０５ 

(7) 専任技術者証明書に記入する有資格区分コード・・・・・・・・・・・・・・１０６ 

ア 一般建設業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０６ 

イ 特定建設業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０６ 

(8) 有資格区分コード一覧表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０７ 

 ◆ 一般建設業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０７ 

 ◆ 特定建設業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１３ 

３ 健康保険等の加入状況の確認資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１９ 

(1) 健康保険及び厚生年金保険の保険加入の確認資料・・・・・・・・・・・・１１９ 

(2) 雇用保険の保険加入の確認資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１９ 

(3) 直前に加入し、初回の保険料納入に係る領収書がない場合・・・・・・・・１２０ 

(4) 直前の書類を紛失した場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２０ 

(5) 適用除外に該当する場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２０ 

４ 登記されていないことの証明書(又は医師の診断書)、身分証明書・・・・・・・・１２２ 

(1) 登記されていないことの証明書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２２ 

(2) 身分証明書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２２ 

５  営業所の確認資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２６ 

(1) 営業所の写真・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２６ 

(2) 営業所の所有状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２６ 

(3) 他社と建物やフロアを共有している場合（同一の階に入居している場合）・・１２６ 

 

第３章 許可取得後に必要な手続きについて（各種変更届、決算変更届、廃業届の提出

等） 

第１節 許可取得後に必要な手続き 

１ 必要な手続き・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２７ 

２ 許可標識の掲示・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２８ 

３ 建設業法の法令遵守・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２９ 

４ 事業者登録が必要な建設業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２９ 

５ 住宅瑕疵担保履行法に基づく資料確保義務・建設リサイクル法に基づく説明義務 

等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３０ 

 

第２節 各種変更届、決算変更届、廃業届の作成及び必要添付書類 

１ 各種変更届、決算変更届、廃業届の作成・届出に当たっての注意点・・・・・・１３１ 

(1) 各種変更届、決算変更届、廃業届の作成・届出について・・・・・・・・・・・・・１３１ 

(2) 他の建設業許可業者との許可要件の重複について・・・・・・・・・・・・・・・１３１ 

(3) 受付後について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３１ 

(4) 事前相談について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３１ 

(5) 個人番号（マイナンバー）、健康保険の保険者番号及び被保険者記号・番号が記載 

された書類について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３１ 

２ 届出書様式の入手・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３２ 

３ 各種変更届、決算変更届、廃業届の作成手順と提出部数・・・・・・・・・・・・・１３２ 

４ 届出手続きの代理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３２ 

５ 各種変更届、決算変更届、廃業届の提出書類一覧・・・・・・・・・・・・・・・１３３ 
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    ア 届出書類等（閲覧書類）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３３ 

    イ 閲覧対象外法定書類（別綴じ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３４ 

    ウ 確認資料（別綴じ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３４ 

６ 各種変更届について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３５ 

(1) 届出書の様式及び添付書類と届出期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３５ 

(2) 届出の際に提示が必要な書類(窓口対面受付の場合)・・・・・・・・・・・・１３９ 

７ 決算変更届について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４０ 

(1) 届出書の様式及び添付書類と届出期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４０ 

８ 廃業届について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４１ 

(1) 廃業等の届出をする者、届出書の様式及び添付書類と届出期間 ・・・・・・・・１４１ 

(2) 届出の際に提示が必要な書類(窓口対面受付の場合)・・・・・・・・・・・・１４１ 

 

第３節 各種変更届、決算変更届、廃業届の記載例 

１ 各種変更届の記載例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４２ 

◆変更届出書（様式第二十二号の二）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４２ 

◆相談役・顧問・株主等に係る変更届出書(様式第二十二号の二)の 

パターン別記載例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４３ 

２ 常勤役員等(経営業務の管理責任者等)、常勤役員等を直接に補佐する者の変更届 

の記載例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４４ 

◆変更届出書(様式第二十二号の二)のパターン別記載例と必要書類・・・・・・・・・・１４３ 

◆常勤役員等(経営業務の管理責任者等)証明書（様式第七号）、常勤役員等及び 

  当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書（様式第七号の二）の記載例・・・・・・１４６ 

３ 専任技術者の変更届の記載例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４７ 

◆変更届出書(様式第二十二号の二)のパターン別記載例と必要書類・・・・・・・・・・１４７ 

◆専任技術者証明書（新規・変更）（様式第八号）の記載例・・・・・・・・・・・・・１４９ 

◆専任技術者証明書（新規・変更）（様式第八号）の作成に係るその他具体例・・・・・・１５１ 

４ 従たる営業所がある場合の営業所に係る変更届の記載例・・・・・・・・・・・・１５３ 

◆変更届出書(様式第二十二号の二)(第一面)のパターン別記載例と必要書類・・・・・・１５３ 

◆変更届出書(様式第二十二号の二)(第二面)の記載例・・・・・・・・・・・・・・・・１５５ 

５ 決算変更届（変更届出書（決算報告））・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５７ 

６ 届出書（様式第二十二号の三）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５８ 

７ 廃業届（様式第二十二号の四）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５９ 

 

第４章 承継の認可手続きについて 

第１節 許可を受けた地位の承継制度の概要 

１ 事業譲渡等(譲渡・譲受け、合併、分割)・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６０ 

２ 相続・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６０ 

３ 申請手数料について(※手数料は不要)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６１ 

４ 事業承継後の許可の番号及び有効期間の取扱いについて・・・・・・・・・・・１６１ 

５ 承継の範囲について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６１ 

 

第２節 承継認可申請について 

１ 申請書等作成～申請に当たっての注意点～・・・・・・・・・・・・・・・・・１６２ 

(1) 申請の期限について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６２ 

(2) 事前相談について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６２ 

(3) 書類の作成について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６３ 
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(4) 法人成りの場合の申請方法について・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６３ 

２ 承継認可申請書・添付書類・確認資料一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・１６４ 

ア 申請書類等(閲覧書類)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６４ 

イ 閲覧対象外法定書類(別綴じ)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６５ 

ウ 確認資料(別綴じ)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６５ 

エ その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６６ 

オ 承継の認可後、建設業者の地位を承継した者が届出を行う書類・・・・・・１６６ 

３ 承継認可申請の場合の書類の綴り方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６７ 

 

第３節 承継認可申請書類の記載例 

１ 譲渡及び譲受け認可申請書（様式第二十二号の五）・・・・・・・・・・・・・１６８ 

２ 合併認可申請書(様式第二十二号の七)、分割認可申請書（様式第二十二号の八）・・１７０ 

３ 相続認可申請書（様式第二十二号の十）・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７２ 

４ 健康保険の加入状況及びその確認資料の提出に係る誓約書(様式第二十二号の六、 

様式第二十二号の十一)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７４ 

 

【資 料】工事種類の略号・市区町村コード表等・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７５ 

 

【その他】 

申請書類等の閲覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７６ 

建設業許可証明書の発行・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７７ 

関係機関一覧（試験研修実施機関等、県税事務所・税務署、その他）・・・・・・・・・１７８ 

収入証紙、申請・届出用紙、建設業許可申請の手引き販売所・・・・・・・・・・・・・１８１ 

◆個人情報の取扱い・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８２ 

 


